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はじめに 

１ 策定の趣旨 

 県ではこれまで、ＮＰＯとの協働事業を進めるため、「協働提案推進事業」の実施や

自治体職員向けの協働マニュアルの作成など、様々な協働の取組を行ってきました。そ

の結果、協働事業が着実に増え、多くの成果を上げてきました。 

  しかしながら、取組状況については、庁内で大きな差があるのも事実です。平成１７

年に実施した「ＮＰＯと行政との協働に関する調査」では庁内での協働を進める上で、

職員の取組に対する多くの課題があることが分かりました。 

  例えば、庁内で「今後ＮＰＯとの協働を特に検討していない」との回答が５割以上に

もなっていたり、また、協働の結果報告書に相手方であるＮＰＯの団体名を入れないな

どの問題が浮き彫りになりました。 

  そこで、県職員のＮＰＯとの協働に関する理解を深め、協働事業をさらに促進するた

め、「ＮＰＯとの協働マニュアル」を新たに作成いたしました。 

  また、本マニュアルは、市町村職員が協働事業を進める上でも、参考となるように配

慮いたしました。 

  本マニュアルでは、協働事業における様々な具体例を明記し、協働を進める上でのポ

イントや問題点が分かるようになっています。 

  今後、ＮＰＯと行政との協働が本格的に展開していく中で職員の皆様が本マニュアル

を活用して、ＮＰＯとの協働を一層発展させていただければ、幸いです。 

２ 本マニュアルの特徴 

本マニュアルの特徴は以下の４つです。 

（１）協働を実施するに当たっての心構え（情報の公開、事業評価の必要性等）の紹介 

   既に実施されている協働事業が改善され、事業効果の増大が見込まれます。 

（２）ＮＰＯと県による協働事業の具体例における、事業の流れ、留意事項などの紹介 

    県庁内におけるＮＰＯとの協働促進が見込まれます。 

    また、市町村職員に活用してもらうことにより、市町村におけるＮＰＯとの協働

促進も見込まれます。 

（３）ＮＰＯと県による協働事業の好事例紹介 

    どの様な社会的課題に対して、ＮＰＯとの協働がふさわしいかを判断してもらう

機会の提供となり、各課における協働になじむ業務の発掘につながります。 

（４）様式集における委託契約書や協定書、事業評価シートなどの紹介 

    協働事業を開始するに当たって、この様式を参考にしてもらうことで事務作業の

効率化につながります。 

 

※ＮＰＯの方々にも本マニュアルにより、埼玉県庁内における協働事業の業務の流れ

がどのようになっているのかを理解していただけるよう表現などに配慮しました。 

※「ＮＰＯとの協働・始めの一歩」のＮＰＯと行政の様々なケースを想定した「ある

ある事例」も併せて活用すると有意義です。 

 


